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情報の保護及び管理に関する規程  

 
（目的）  

第１ 条  この 規程 は、 個人 情報 保護 の重 要性 を認 識し 、公 益財 団法 人東

山公園協会（以下「協会」という。）の保有する情報の保護及び管理に

関 す る こ と を 定める こ と に よ り 、事業 の 適 正 か つ 円滑な 運 営 を 図 り つ

つ 、 お 客 様 等 の権利 利 益 を 保 護 し、も っ て お 客 様 等の安 心 と 信 頼 を 確

保することを目的とする。  

（基本理念）  

第２ 条  協会 は、 協会 の保 有す る情 報を 適正 に保 護及 び管 理し なけ れば

ならない。  

２  協会 は、 協会 の保 有す る情 報を 保護 及び 管理 する にあ たっ ては 、事

業の信頼性、安定性及び継続性を保持するよう努めなければならない。 

３  協会 は、 協会 の保 有す る情 報を 保護 及び 管理 する にあ たっ ては 、秘

密が漏れる ことな く、情報の 正確性 を保つとと もに、 個人情報の 取扱

いにあたっ てはみ だりに他人 に知ら せ、又は不 当な目 的に使用し ない

など適正に行わなければならない。  

４  協会 は、 法令 に定 めが ある 場合 又は 公益 上特 に必 要が ある 場合 を除

き、思想、 信条及 び宗教に係 る個人 情報並びに 社会的 差別の原因 とな

るおそれがある事項に係る個人情報は取得してはならない。  

５  協会は、民主的で公正かつ透明性の高い事業運営の推進を図るため、

協会の情報の公開に努めなければならない。  

（保護管理体制）  

第３ 条  協会 の保 有す る情 報の 保護 及び 管理 の状 況を 審査 する ため 情報

安全委員会（以下「委員会という。）を設置する。  

（委員会）  

第４条  委員会に委員長、副委員長及び委員を置く。  

２  委員長は、協会の理事長（以下「理事長」という。）とし、副委員長

は事務局長とする。  

３  委員長は、会務を総理し、委員会の議長となる。  

４  副委 員長 は、 委員 長を 補佐 し、 委員 長に 事故 があ ると きは 、そ の職

務を代理する。  

５  委員は、部長相当職及び課長相当職にある者をもって充てる。  

６  委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局を置く。  

７  事務局は、総務課に置く。  

８  この 規程 に定 める もの のほ か、 委員 会の 組織 、運 営そ の他 必要 な事

項は、委員長が定める。  
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（文書の管理）  

第５ 条  事務 局長 は、 協会 の保 有す る情 報の うち 、職 員（ 役員 を含 む。

以下同じ。）が職務上作成し、又は取得した文書、図画写真、フィルム

及び電磁記 録であ って、職員 が組織 的に用いる ものと して、協会 が管

理しているもの（以下「文書」という。）を適正に管理しなければなら

ない。  

２  前項の文書の管理に関し必要な事項は、別に定める。  

（個人情報の保護の取扱い）  

第６ 条  事務 局長 は、 協会 の保 有す る情 報に つい て、 適正 な保 護対 策を

講じなければならない。  

２  前項の情報の保護に関し必要な事項は、別に定める。  

（職員の責務）  

第７ 条  職員 は、 協会 の保 有す る情 報を 取り 扱う とき には 、こ の規 程を

遵守しなければならない。  

２  職員 は、 協会 の保 有す る情 報（ 職務 上知 るこ とが でき た個 人情 報及

び秘密に限る。）を正当な理由なく他人に知らせ、又は不当な目的に使

用してはならない。その職を退いた後も同様とする。  

３  職員 は、 協会 の保 有す る情 報が 記録 され た文 書そ の他 のも のを 、職

務遂行上必 要な場 合として次 の各号 に定める場 合を除 き、持ち出 し又

は外部へ送信等をしてはならない。  

(１ ) 法令に特別の定めがある場合  

(２ ) 職 務が 情報 を外 部へ 持ち 出す こと を不 可欠 とす るも ので 、事 務局

長の許可を包括的に受けている場合  

(３ ) 情 報の 持ち 出しを しな いこ と により 職務 の遂 行 に支障 をき たすと

して、事務局長の許可を得た場合  

４  職員は、自ら情報活用能力の向上に努めなければならない。  

（事務処理の委託に伴う措置）  

第８ 条  事務 局長 は、 協会 から の事 務の 処理 を受 託し た事 業者 又は 協会

と共同で事業を行う事業者（以下「受託事業者」という。）に事務の処

理を委託す るとき には、協会 の保有 する情報の 適正な 保護及び管 理の

ために必要な措置を講じなければならない。  

２  事務 局長 は、 受託 業者 等に 事務 の処 理を 委託 する とき には 、当 該委

託にかかる契約書（その他これに類するものを含む。）に、次の各号に

掲げる事項を規定しなければならない。  

(１ ) 業 者等 又は 第１ 項の 事務 の処 理に 従事 して いる 者若 しく は従 事し

て い た 者が 当 該事務 の 処 理に 関 して知 り 得 た協 会 から取 得 し た情 報

及 び 委 託の 趣 旨に基 づ き お客 様 等から 取 得 した 情 報を正 当 な 理由 な

く他人に知らせ、又は当該事務の目的外に使用してはならない旨  
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(２ ) 受 託業 者等 が前 号の 規定 に違 反し た場 合に おけ る制 裁に 関す る事

項  

(３ ) 前 ２号 に規 定す るも のの ほか 、情 報の 適正 な保 護及 び管 理の ため

に必要と認める事項  

（電子情報の保護対策）  

第９ 条  事務 局長 は、 協会 の保 有す る電 子情 報の 保護 及び 管理 を適 切に

実 施 する た め、 次の 各 号に 定 める 事項 を 実施 す る等 の対 策 を講 じ な け

ればならない。  

（１ ）  職員 の情 報の 保護 及び 管理 に関 し第 ７条 に規 定す る責 務を 果た

すよう、必要な指導に努める。  

（２） 電子計算機、通信機器、通信回線、記録媒体等に関して、盗難、

災 害 等 に よ る情 報の 漏 え い 、 滅失 又は 棄 損 を 防 止す るた め 、 必 要

な措置を講ずる。  

（３ ）  情報 シス テム 等に 悪影 響を 及ぼ さな いと 認め た場 合を 除き 、外

部ネットワークとの接続をしない。  

（自己点検）  

第 10条  事務 局長 は、 組織 にお ける 情報 の保 護及 び管 理の 状況 を点 検し

なければならない。  

２  事務 局長 は、 前項 の点 検結 果に より 、必 要な 改善 措置 を講 じな けれ

ばならない。  

（お客様等への情報提供）  

第 11条  理事長は、協会の保有する情報の保護及び管理に関する状況を、

お客様等に情報提供しなければならない。  

（お客様等からの苦情申出）  

第 12条  事務 局長 は、 協会 の保 有す る情 報の 保護 及び 管理 の状 況に 関し

て、お客様 等から の苦情又は 意見が あったとき は、適 切かつ迅速 に処

理するよう努めなければならない。  

（情報の公開）  

第 13条  事務 局長 は、 情報 の公 開の 申し 出が あっ たと きは 、原 則と して

公開するものとする。  

２  前項の公開の手続き及び内容について必要な事項は、別に定める。  

（罰則）  

第 14条  理事 長は 、職 員又 は職 員で あっ た者 が第 ７条 の規 定に 違反 して

正当な理由 なく協 会の保有す る情報 を漏らした ときは 、法令等に 基づ

き適正な措置を講じるものとする。  
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附  則  

（施行期日）  

１  この規程は、平成 18年４月１日から施行する。  

２  この 規程 の制 定に 伴い 、財 団法 人東 山公 園協 会情 報公 開規 程を 情報

公開規程に改称する。  

 

附  則  

１  この規程は、平成 19年４月１日から施行する。  

１  この規程は、平成 25年４月１日から施行する。  

 


